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1．はじめに
　米国で活用されているストックオプションなど株式関連報酬の導入が，日本でも可能となっ
た。その際，制度上，自己株式の取得に制限が加えられているため，新株引受権方式のストッ
クオプションと自己株式方式のストックオプションが並立し，会計処理にかんしても難しい問
題を投げかけている。
　現在では，ストックオプションの付与を目的とした自己株式の取得は認められており，米国
と同様の制度が整いつつあるようである。しかし，ストックオプションの付与と同時に自己株
式を取得することが義務付けられており，有価証券と同様に資産計上されているので，新株引
受権方式のストックオプションとは異なり，売却損益や保有評価損失の計上など新たな問題が
起こりつつある。
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　本稿では，まず，ストックオプションにかんする会計情報で必要とされている事柄をピック
アップし，自己株式にかんする会計情報との結びつきを考慮する。ただ，日米において自己株
式の処理が異なることから，最初に自己株式の問題を切り離すために，新株引受権方式のスト
ックオプションの付与と行使における会計問題を考察する。その後，自己株式の売却損益の処
理がストックオプションの会計処理に与える影響をとりあげ，資本取引か損益取引かといった
点を議論する。
2．ストックオプションにかんする会計情報の開示
（1）日本における開示
　日本では，ストックオプションにかんする会計基準が定まっていない。ただし，商法の計算
　　　1）　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
書類規則と証券取引法の企業内容開示によって，会計情報として開示が規定されている。開示
項目としては次の事柄が規定されている。
①取締役または使用人への譲渡にかかる自己株式の会計処理（貸借対照表上の表示）
②取締役または使用人への譲渡にかかる自己株式の取得に関する開示
③ストックオプションの開示（付与対象者・株式の種類・株式数・行使価格・権利行使期間・
権利行使についての条件・制度の概要）
④役員報酬及び主要従業員の報酬の開示（計算書類規則でのみ開示）
⑤潜在株式調整後1株あたりの当期純利益の開示（財務諸表等規則でのみ開示）
　この開示項目をみるかぎり，日本では，ストックオプションの会計情報が自己株式にかんす
る情報と関連したものとみなされていることがわかる。むろん，自己株式の取得が目的に沿っ
たもののみ認められているので，ストックオプションと自己株式の会計情報は強力に結び付く
ことになる。また，新株引受権方式のストックオプションについては，通常の新株引受権付社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）債における新株引受権とは区別して注記しなければならない。
　自己株式は，貸借対照表において資産計上され，ストックオプションの付与に基づく場合に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）は，権利行使期間が長期にわたることから固定資産として計上される。
（2）米国における開示
米国においても，（1）で述べた5つの項目にかんしては開示されている。その意味で，やは
り自己株式にかんする情報は，ストックオプションの会計情報と結びつく。自己株式にかんす
る会計処理は，会計研究広報第43号（Acc。un、i。g　Resea，ch　B。ll。ti。、、略称ARB　N。．4義よ
1）「株式会社の貸借対照表，損益計算書，営業報告書及び付属明細書に関する規則」をさす。
2）財務諸表等規則を参照のこと。
3）計算書類規則第二章第35条の二を見よ。
4）計算書類規則第二章第22条の二及び日本公認会計士協会会計制度委員会（1998）を見よ。
5）AICPA（1953）Chapter　1を見よ。
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　　　　　　　　　　　　　　6）び会計原則審議会の意見書第6号（Accounting　Principle　Board：略称APB　Opinion　No．6）
で規定されている。そこでは，後述するように，複数の代替的な会計処理が認められているも
のの，大筋において，自己株式は資本の控除項目として計上される。また，日本とは異なり，
自己株式の取得にかんする会計情報が，取得の目的ごとには記載されることは必要とされてい
ない。すなわち，ストックオプションの付与を目的としてあらかじめ取得した自己株式を，他
の目的で取得した自己株式と区別して開示することは行われていないのである。
　その他に，ストックオプションの付与により報酬費用が認識されると考えられている。財務
会計基準審議会（Financial　Accounting　Standard　Board：略称：FASB）の基準書第123号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）（Statement　of　Financial　Accounting　Standard：略称SFAS　No．123）では，ストックオプシ
ョンの公正価値に基づく報酬費用の計上を望ましい会計処理としている。この会計処理は強制
ではない。しかし，公正価値を費用認識しない場合でも，会計情報においては，ストックオプシ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）ヨンの公正価値により報酬費用を認識したときの純利益等の計算が要求されているのである。
3．新株引受権方式のストックオプション
　前節でみたとおり，日米で会計処理と開示状況が異なるにしろ，自己株式とストックオプシ
ョンの会計情報は結びついていた。本節では，ストックオプションの会計情報にかんする議論
を簡単にするために，さしあたり自己株式の問題を切り離して，いわゆる「新株引受権方式の
ストックオプション」を考察の対象とする。ここでは，ストックオプションの付与に際して自
己株式を取得せず，行使に際しては新株を発行するのである。このときいかなる取引が行われ
るのか，ストックオプションの本質が何かを考察してみたい。
（1）ストックオプションの付与
　米国FASBの基準書123号での望ましい会計処理によれば，ストックオプションを付与したと
きには，付与日段階で公正価値が計算され，この数値が権利確定日までにわたって費用配分さ
れる。例えば，ストックオプションの公正価値がPと計算されれば，結果的には，
報酬費用　　　　P　　／　ストックオプションー拠出資本　　P
というように処理される。権利確定日までに付与日段階で計算されたストックオプションの公
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）正価値が費用配分されると同時に，ストックオプションー拠出資本も同額だけ認識される。
　ストックオプションの付与が，新株引受権の無償供与と実質的に同じとみるのであれば，ス
6）AICPA（1965）paras．11－13を見よ。
7）FASB（1995）を見よ。
8）FASB（1995）では，ストックオプションの公正価値に基づく報酬費用の計上を望ましい会計処理と
　　しながらも，AICPA（1972）の適用を許可している。詳しくは，名越（1997）を参照のこと。
9）FASB（1995）を参照のこと。
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トックオプションは新株引受権と同様資本である。となると，ストックオプションの付与は資
本取引であると同時に費用が発生している取引である。
　さて，ストックオプションは資本だろうか。ストックオプションは，発行企業の側からみる
と，行使価格という決められた金額で株式を発行しなければならない義務である。義務という
からには，負債ともいえそうである。負債の定義は，米国FASBの概念基準書（Statement　of
Financial　Accounting　Concepts：略称SFAC）の第6号で与えられており，それによれば，「他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）の実体による当該実体の資産に対する請求権で，将来の資産の犠牲を伴うもの」とされている。
ストックオプションは請求権にはあたるものの，この請求権が行使される場合にも，株式を発
行するだけであって，何らかの資産を犠牲にするわけではない。新株が資産にあたらないとみ
れば，ストックオプションは負債ではないということがいえそうである。
　ストックオプションが負債にあてはまらなければ，それは資本に分類されることになろう。
ただ，ここでいう資本とは拠出資本だけを意味するわけではない。貸借対照表の資本の部には，
拠出資本のほか，期間利益の累積した留保利益が含まれる。資本というだけでは，必ずしも拠
出資本であることを意味せず，期間利益を通じて留保利益に算入されることも想定できるので
　11）
ある。
　他方，資本の中には，拠出資本と留保利益のどちらにも含まれないものもある。例えば，米
国FASBの基準をみても，貸借対照表における資本の部には，換算調整勘定や売却可能有価証券
の未実現の保有利得が計上されている。これらは，ともに，当期の期間利益の計算から除外さ
れることを目的として，独立に資本の部に計上されている。ただし，もしこのように資本の部
に計上されている保有利得にかかわる有価証券や，換算調整勘定にかかわる海外子会社への投
資が売却あるいは処分されれば，これらは期間利益に算入されることになる。逆に，売却ある
いは処分が行われなければ，資本の部に計上されたままである。
　このように，資本には大きく分けて3種あるから，ストックオプションが資本であることが
いえても，それが拠出資本にあたるかは別問題である。しかし，金銭の払い込みの伴う新株引
受権が発行された場合には，それを拠出資本と留保利益のいずれに含めるかというような考察
が可能であるが，無償供与の場合には，借方に報酬費用が計上される形で留保利益が減らされ
た状況をどのように処理するか，といった問題が生じる。
　そのような問題が残るにしろ，以上から，米国FASBの概念基準書にしたがうと，ストックオ
プションが資本であることを前提として話を進めてきた。一方，日本では，新株引受権が行使
される前までは仮勘定として負債の部に計上している，という反論が予想される。しかし，企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）業会計審議会の「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」によれば，負債の部に計上
10）FASB（1985）を参照のこと。
11）名越（1995）が詳しい。
12）企業会計審議会（1999）を参照のこと。
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された新株引受権は権利行使されたときには資本準備金に振り替えられ，行使されないまま期
限切れとなった場合には利益として処理されるとの記述がある。いずれにせよ資本のうちの拠
出資本か留保利益に算入されることに変わりはない。
（2）ストックオプションの行使
　ストックオプションが行使された場合には，行使価格にしたがった払い込みが行われるので，
その金額だけ拠出資本が増加する。たとえば，行使価格に基づく払込金額がMであるとすれば，
現金　　　M　　　／　拠出資本　　M
ということになる。（1）では，ストックオプションの公正価値が「ストックオプションー拠出
資本」として資本の部に計上されていたが，行使されることで権利はもう存在しないので，
ストックオプションー拠出資本　P　／　拠出資本　P
というように，行使時に払い込まれた金額とともに拠出資本に振り替えておく。米国の会計基
準書では，ストックオプションを付与した段階で拠出資本とみるように説明されているが，説
例をみると，上のような処理が記述されている。やはり，ストックオプションが行使される前
の段階では，新株とストックオプションとは区別されており，仮勘定としての処理が行われて
いたとみることができる。
　では，ストックオプションの行使時に，付与日段階で計算された公正価値を拠出資本に算入
することにどのような論理があるのだろうか。労務出資があるにしても，それはストックオプ
ションに対するものであって，株式に対しては払い込まれた分だけが拠出資本になるとも考え
られるからである。おなじことは，新株引受権の払い込みが，株式への払い込みではないこと
からもいえる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）　この点については，米国FASBの討議資料第94号（Discussion　Memorandum　No．94）が詳し
く論じている。それによれば，行使された場合に新株引受権を拠出資本とみなる有力な根拠と
して，行使時の株価と行使価格との差額が発行企業にとって損益とならないことを挙げている。
新株引受権が行使されるときには，行使価格は行使時の株価を下回っており，行使によって株
主となった者はその点で得をした反面，既存株主は損をしたといえよう。しかし，株主の総体
としての発行企業には，それによって得も損も生じない。よって，このような行使時の株価と
行使価格との差額は，損益ではないから資本に算入されるべきだというのが，討議資料の見解
である。
　もし，逆に，行使時の株価Lと行使価格Mとの差額を損益とみると，新株引受権の行使時に
は，
現金M／拠出資本L
13）FASB（1990）を参照のこと。
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有利発行費　L－M
というように，拠出資本を行使時の株価Lにしたがって計上することになる。このとき有利発
行費（L－M）が費用となることで，留保利益が減少し，拠出資本が増加する。すなわち，
留保利益　　L－M　　　　／　拠出資本　L－M
というような処理を行うのに等しい。この処理は，株主の了解なしに，留保利益を減らして資
本組入れを行っているので，認められていない。
　ただ，新株引受権として割り当てられた金額は，ストックオプションの公正価値と同じく事
前に計算される一方で，事後的には，行使時の株価と行使価格の差額に対応するのかもしれな
い。権利が行使されたときに後者を拠出資本とする考え方はそこから説明することができる。
しかし，後者が損益にならないということから，前者すなわち権利行使が不確定な段階で新株
引受権に割り当てられた金額の会計処理が決まるわけではないであろう。それを仮勘定として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ4）処理する方法は，その点を考慮したものといえよう。
　もし，新株引受権への払い込みは，新株発行時からみれば過去のことであり，新株への払い
込みにはあたらないと解釈すれば，必ずしもこれを拠出資本に含める必要はない。しかし，株
主の地位を得るために払い込まれた前金と考えれば，拠出資本とみることもできる。
　以上の考え方をストックオプションに援用すると，労務出資によってストックオプションが
付与されたとみれば，株主の地位を得るための前金として拠出資本に算入することができi
〞??
しかし，ストックオプションは，付与された側にとって株主の地位を得るためのものであろう
か。たいていの場合，ストックオプションが行使されても，すぐ株式が市場に売却されている。
つまり，ストックオプションを付与された者が株主の地位を得るために労務出資をするという
よりは，行使によって購入する株式の値上がりによって売却益を得ようとしているのである。
ただし，新株引受権の保有者も，株式の売却益の獲得を目的として行動するのではないか，と
いう反論も予想される。
（3）ストックオプションが行使されないまま期限切れになった場合
　米国FASBでは，ストックオプションや新株引受権が行使されないまま期限切れとなった場合
でも，オプション部分を拠出資本とみている。このことは，前述の基準書第123号と討議資料に
よって示されている。討議資料にはその根拠が述べられており，それによれば，行使されなか
った新株引受権への払い込みは，オプション料の受け取りと同じく既存の株主に利益をもたら
すが，その利益は，期限切れとなった新株引受権の保有者が被る損失にみあっている。そこで
は，新株引受権の保有者から株主に富の移転が生じているわけである。討議資料では，このよ
14）名越（1995）を見よ。
15）弥永（1992）を見よ。
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うな富の移転を，株主間の価値の再分配と同じものとみており，後者が企業の利益を生み出さ
ないのと同様に，前者の移転からも利益は認識されないと考えているようである。
　結局のところ，討議資料は，新株引受権を資本の部に計上するにあたり，新株引受権の保有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）者と株主が持分権者という同じ立場にあるとみなしている。この背景は，米国FASBの概念基準
書における資本の概念が，新株引受権の保有者と株主との両方からの払い込みを含むような，
広い意味での資本に一括されているからであろう。しかし，権利が行使されない限り，新株引
受権の保有者は株主のような持分を何ら持つことはできないので，両者は区別されるべきだと
考えることもできる。そのような考え方からすれば，権利行使されないまま行使期限が切れた
時には，新株引受権の保有者に生じた損失が，受取オプション料として株主の利益に帰属して
もおかしいことはないはずである。
　以上の議論を無償供与された新株引受権やストックオプションに援用すると，払い込みが伴
わないのにもかかわらず，それを拠出資本か利益に含めることになる。利益に含めれば，付与
日から権利確定日までに認識された報酬費用が，留保利益を減少させた一方，行使日にその分
を相殺するとみることができる。
　次節では，ストックオプションが行使される際に，新株ではなく自己株式が売却される「自
己株式方式のストックオプション」を考察対象とする。その際，本節の考察に加えて，自己株
式の処理が問題になってくる。
4．自己株式方式のストックオプション
　2節で述べたように，自己株式の取得・売却を視野にいれる場合には，日米における自己株
式の処理が異なるため，その点がストックオプションの会計情報にも反映されるものと思われ
る。したがって，日米の違いを考慮しつつ，ストックオプションにかんする会計情報が資本取
引にかかわるものか損益取引にかかわるものかを考察する。
（1）自己株式の取得
　自己株式を取得したときには，取得価額をAとすれば，
自己株式　　A　　　／　現金　　　A
として処理するが，米国では，自己株式の取得には損益が伴わないと考えられており，資本の
　　　　　　　　　　　17）控除として表示されている。しかし，資本の部のどれに負担させるかについては，代替的な処
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）理が認められており，次のような処理が許可されている。
16）FASB（1990）および名越（1995）を見よ。
17）米国における自己株式の会計処理については，伊藤（1996）第4章，椛田（1994）などを見よ。な
　お，理論的に自己株式の取得・売却が資本取引であることを説明したものとして，大日方（1994）第
　8章を見よ。
18）AICPA（1965）para．12を見よ。
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　　　　　　　　　　　19）①資本剰余金から控除する。
②同種株式の資本剰余金で処理するが，足りないときには留保利益で処理する。控除できる資
本剰余金の範囲は，a．過去の消却から生じたすべての資本剰余金及び同種株式の自己株式の売
却から生じた純利得と，b．同種株式の払込剰余金に見合う分，留保利益からの任意の振替分，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）株式配当による資本化された部分などの合計額である。
　　　　　　　　　　21）③留保利益から控除する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）④株主持分全体から控除するとともに，同額だけ留保利益を拘束する。
　　　　　　　　　　　　23）⑤資産計上する。（例外規定）
　このうち，取得した自己株式を消却する場合には①②③のいずれかの処理が義務付けられて
　24）
いる。しかし，いわゆる「自己株式方式のストックオプション」を付与するにあたり自己株式
が取得される際には，消却は行われないため，④⑤の処理も認められている。実務では④の方
法が多く採られているようである。
　他方，日本では，ストックオプションによって譲渡する目的で自己株式を取得することが認
められているが，計算書類規則によれば，その取得価額をもって投資等の部に自己株式として
計上する。さらに日本公認会計士協会の会計制度委員会報告第2号「自己株式の会計処理およ
　　　　　　　25）び表示」（改訂版）によれば，計上された自己株式は，有価証券と同様に，低価法で処理し，切
り下げる場合には保有評価損失を計上する。’
　日本のように自己株式を資産とみる場合の根拠としては，有価証券と同様に，売却による換
金可能性が挙げられる。しかし，将来の売却ないし発行による換金可能性に対して資産性を認
めるのならば，未発行授権株式にも資産性を認めなければならない。失効していないからとい
う理由だけが資産性の根拠になるのだろうか。自社株を買い戻した企業は，資産性をもった自
己株式を有しているとはいえず，株主への払戻しを行ったことになるのではないか。ただ，こ
の点にかんしては，取得したものの消却しない自己株式にについては，「相当の時期に処分する」
ことになっていることで未発行授権株式とは異なると解釈されるのである。
（2）自己株式方式のストックオプションの付与
　米国のように，自己株式の取得を資本の控除としてみる場合には，新株引受権方式のストッ
クオプションと同様に，付与は資本取引とみることになる。
19）AICPA（1953）para．7を見よ。
20）21）AICPA（1965）para．12aを見よ。
22）AICPA（1965）para．12bを見よ。
23）実務ではあまり用いられていないが，AICPA（1953）para．4およびAICPA（1965）para．12bで資産
　計上が許可されている。
24）AICPA（1965）para．12aによる。
25）連結財務諸表規則第6節第43条を見よ。
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　他方，日本では，自己株式は資産として把握されているので，自己株式方式のストックオプ
ションは，負債としてみることもできる。この点から，新株引受権の処理などでは，仮勘定と
して計上される場合には負債の部に位置すると考えることもできるのであろう。しかし，連結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26）貸借対照表では，自己株式が資本の部の控除項目として計上されている。ただ，付与日段階で
はストックオプションが負債に計上されるにしろ，行使段階で資本に算入されるのであれば，
結局は資本取引であるともいえる。新株引受権が行使されるまでは仮勘定として計上される場
合にも，資本から除外する目的で負債計上しているだけであって，積極的に負債として解釈さ
れていないという見方もできるからである。
（3）自己株式の売却
　ストックオプションの行使によって自己株式が売却されると，取得原価と行使価格との差額
が何らかの形で認識される。米国では，拠出資本あるいは留保利益で調整される。具体的には，
（1）で取得された自己株式がすべて売却されたと想定すると，行使価格に基づく払い込みがA
より大きい（A＋B）であるときには，売却益Bが認識されるので，
現金　　A＋B　　　／　自己株式　　　　　A
　　　　　　　　　　　　自己株式売却益　　B
として処理される。その後自己株式売却益Bは，資本剰余金に算入されることになり，
自己株式売却益　B　　／　資本剰余金　B
となる。再発行された自己株式は拠出資本と同じであるので，結果的に，2つの仕訳は，
現金　　A＋B　　／　　拠出資本　　　A＋B
として処理されるのと同じである。
　他方，行使価格に基づく払い込みがAより小さい（A－C）であるときには，売却損Cが認
識されるので，
現金　　　　　　A－C　／　自己株式　　A
自己株式売却損　　C
として処理される。そこで，自己株式売却損Cが拠出資本にチャージされるので，
拠出資本　　　　　C　　／　自己株式売却損　C
となる。2つの仕訳は，さきほどと同様に，
現金　　　　　　A－C　／　拠出資本　　　A－C
として解釈される。
　ただ，自己株式売却損にあたる金額を，拠出資本にチャージする範囲は，同種株式の売却あ
るいは消却から生じた過去の純利得の合計までであるので，もし自己株式売却損Cがそれを上
26）日本公認会計士協会（1998）を見よ。
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回るならば，拠出資本にチャージした後に，残りを留保利益に負担させる形をとる。そのとき
は，
拠出資本　　　　　D　　／　自己株式売却損　C（＝D＋E）
留保利益　　　　　E
として処理されるので，結果的に，
現金　　　　　　A－C　／　拠出資本　　　A－D
留保利益　　　　　E
ということになる。このときは，留保利益を減らして資本の組入が行われることになる。
　日本では，自己株式の取得価額と行使価格に基づく払い込み金額との差額は，譲渡差額とし
て把握され，譲渡時に自己株式売却益または自己株式売却損等，その内容を示す適当な名称を
　　　　　　　　　　　　　　27）つけて営業外損益の部に計上する。譲渡差額の算定においては，譲渡時の自己株式の取得価額
の把握が問題になるが，ストックオプションの行使に備える場合には，ストックオプションの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28）付与ごとに，譲渡時の自己株式の取得価額を算定することができる。先に説明した米国のケー
スとの違いは，自己株式が固定資産として把握されるため，自己株式売却損益が利益計算の中
で認識されることである。
　特に，日本公認会計士協会の会計制度委員会報告の改訂版では，このような自己株式売却損
益は，営業外損益の部に計上されることを規定しただけで，その性格が単なる売却損益という
だけではなく，売却損は役務報酬や福利厚生費にあたることも紹介されている。この点で，自
己株式の考え方が米国と異なるため，自己株式の売却が損益取引であり，場合によっては，売
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29）却損が報酬費用として解釈されることもある。この点は米国と大きく異なる点でもあり，報酬
費用の把握の点からも問題になるであろう。
　また，日本のように自己株式の取得と売却を損益取引とみるのは，新株発行が資本取引であ
ることと矛盾する，という批判がある。ただ，上で示した仕訳のなかで，自己株式売却損益が
期間損益となることで，留保利益に影響を与えると考えれば，米国のケースでも，特に自己株
式売却損の場合には，拠出資本にチャージする範囲が制限されているため，日本と同様に留保
利益に影響があるということもできる。米国において，自己株式売却損を拠出資本にチャージ
する場合になぜ過去の自己株式売却益の範囲に収めなければいけないか，といった問題も考察
する必要があるだろう。
　結局のところ，自己株式の譲渡差額については以下の処理が考えられる。
①資本剰余金にのみチャージ・算入する
②留保利益にのみチャージ・算入する
27）28）日本公認会計士協会（1998）6．による。
29）日本公認会計士協会（1998）17．を見よ。
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③資本剰余金と留保利益に配分する
④期間利益の計算を通じて，留保利益にチャージ・算入する
　このうち，日本は④の処理をとり，米国では，売却益にかんしては①，売却損にかんしては
③である。売却損が資本剰余金にチャージされる範囲は，前述のように，同種株式の売却ある
いは消却から生じた過去の純利得の合計までであり，残りは留保利益に負担させる。
　①～④の処理の優劣を検討すると，利益計算の立場からは，①と②はいずれも維持すべき資
本の変化であり，期間利益の算定に対して中立であるから無差別である。他方，債権者の立場
からは，①によって拠出資本が減少するのは避けたいと考えており，②と④は期間利益が異な
るものの，留保利益の大きさに違いはないので無差別である。ただ，④をとることで，売却損
にかんしては，強制的に留保することで配当可能利益を減少させるので，債権者保護には優れ
ていると考えられるのである。少なくとも，商法はこのような立場に立っている。もし，企業
会計の利益計算に法律上の配当可能利益の計算が結びつき，利益計算に債権者保護の機能が期
待されるのなら，④が選択される。
　ただ，利益計算からは①と②，債権者保護の立場からは②と④が支持されるので，妥協点と
して②を支持することも可能である。日本の場合，利益処分が株主総会での決定事項であるに
もかかわらず，株式発行が取締役会で決定されるという意思決定上の問題から②はとられてい
ない。
（4）自己株式方式のストックオプションの行使
　米国では，新株も自己株式も資本とみるので，新株引受権方式も自己株式方式もストックオ
プションの処理は変わらないと思われる。
　日本のように自己株式の取得を資産とみる場合には，さきほどストックオプションが負債で
あることを述べたが，行使時には拠出資本か利益のいずれかに算入されるであろう。ただ，自
己株式の売却（再発行）は，日本においても資本取引であるものの，自己株式売却損益の計上
がみられる点においては損益取引である。
（5）ストックオプションが行使されないまま期限切れ
　ストックオプションが行使されないまま期限切れとなった場合には，米国では自己株式をそ
のまま保有するかあるいは消却するかを選択するだろう。
　他方，日本の場合には目的別に自己株式の取得を規定したため，そのまま保有を続けること
はない。日本公認会計士協会の会計制度委員会報告の改訂版によれば，ストックオプションが
行使されないまま期限切れとなった場合，取得・保有された自己株式は相当の時期に処分され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3o）ることとなり，流動資産の部に振り替えられることになる。この場合，自己株式方式のストッ
30）日本公認会計士協会（1998）7．を見よ。
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クオプションそのものを拠出資本に含めることは難しいと思われる。なぜなら，自己株式は資
産であり，ストックオプションは自己株式を譲渡する義務としてとらえると，結局譲渡されな
かった場合には，譲渡義務が果たされなかったとして費用を相殺し，留保利益の減少が認識さ
れないようにしなければならない。加えて，流動資産の部に振り替えられた自己株式は，消却
されずに時価で売却されるのであろう。
5．おわりに
　本稿ではストックオプションにかんする会計情報のあり方を考察するにあたり，ストックオ
プションの公正価値を費用として解釈することと，自己株式の処理について注目してみた。ま
ず，前者については，費用認識とともに，資本に与える影響を考察してきた。米国では，新株
引受権など株式コールオプションへの払い込みを株主からの拠出と同じものとみなしており，
その立場からは払い込みの伴わないストックオプションも付与によって拠出資本として把握さ
れたのである。しかし，払い込みを伴わず，費用計上によって拠出資本を認識する考え方には，
新株引受権とは異なる説明が必要であろう。
　自己株式の処理をみると，日本では，ストックオプションの付与によって取得された自己株
式が資産として計上されるため，オプションの行使時には売却損益が発生し，損益取引として
把握されている。しかし，自己株式が消却されていないからといって，未発行の授権株式と区
別される根拠はみあたらない。例えば，自己株式を取得した企業に資産性をみいだせるであろ
うか。
　自己株式を資産とみるかぎり，新株引受権方式と自己株式方式のストックオプションとでは，
保有評価損失や売却損益の計上によって利益計算に違いがでる。この点は，ストックオプショ
ンそのものの本質にかかわってくる。両者のストックオプションが本質的に違うものとはいえ
ないのであれば，やはり自己株式の取得・売却によって期間損益が計上されることは不適当に
思、える。
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